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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第39期
第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 4,424,202 4,725,878 5,727,447

経常利益 (千円) 269,672 312,919 273,434

四半期(当期)純利益 (千円) 129,285 181,405 125,141

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 135,332 180,102 134,472

純資産額 (千円) 1,946,982 2,095,635 1,946,122

総資産額 (千円) 3,314,546 3,468,900 3,233,318

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 63.74 89.44 61.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.6 60.3 60.0

　

回次
第39期
第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.38 39.72

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災の復興需要に下支えされ、緩やかな回復への

兆しが見られましたが、円高や世界経済の減速傾向を背景とした輸出などの低迷、依然として根強い欧州

をはじめとする海外景気の不確実性への不安が国内景気を下押しするリスクが残る先行き不透明な状況

で推移いたしました。

当社グループの中心となっている住宅建築業界におきましては、住宅ローンの金利優遇政策や復興支

援・住宅エコポイント、太陽光発電設備などを中心とした省エネ、創エネ商品に対する補助金などの政策

の効果により、継続して、需要を維持いたしました。しかし、一方では、雇用・所得環境への不安は依然と

して残っており、本格的な回復には至りませんでした。　

このような経済状況のもとで、当社グループでは、震災以降、省エネや創エネ、住宅に対する防災や耐震

意識の高まりから、需要が増加している高効率給湯器や太陽光発電設備などを中心とした省エネ商品、創

エネ商品の販売件数の増加、戸建住宅への耐震補強リフォームの受注件数の増加、また、既設住宅向けの

シロアリ再予防工事や床下環境改善の防湿商品の販売強化などに努め、業績が伸長いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は4,725,878千円(前年同四半期比6.8％増)、営業利益は

298,587千円(前年同四半期比17.0％増)、経常利益は312,919千円(前年同四半期比16.0％増)、四半期純利

益は181,405千円(前年同四半期比40.3％増)となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(建設工事事業)

ユーティリティーは、ガス設備工事及び太陽光発電システム設置工事を中心としております。太陽光

発電システム設置工事においては、需要拡大に伴う急速な請負単価の低価格化が進んでおり、業績は減

少いたしましたが、震災以降、省エネや創エネへの関心の高まりを背景として、継続して既設住宅向け

の高効率給湯器をはじめとする省エネ・創エネ対応設備への取換需要が堅調であることにより業績が

伸長いたしました。この結果、売上高は707,621千円(前年同四半期比16.8％増)となりました。

リフォームは、住宅の新築を含めた各種住宅リフォームを中心としております。既設住宅に対するリ

フォーム需要は依然として根強く、さらに防災や耐震意識の高まりから、補助金制度を活用した既築木

造住宅への耐震補強リフォームも含めて受注件数が増加、また、グループ子会社で取り扱っている注文

戸建新築住宅の受注もほぼ横ばいで推移したことから、業績は伸長いたしました。この結果、売上高は

1,185,508千円(前年同四半期比11.8％増)となりました。

防水は、ＦＲＰ防水、シート防水等の各種防水工事を中心としており、継続して品質の向上、工期の短

縮、コスト削減による事業効率の向上に努めております。請負単価の低価格化は続いており、業績確保

は年々難しい状況で推移しております。継続した新規取引先開拓や既設建物に対する改修工事の営業

活動により、新規の中規模改修防水案件の受注件数の増加などがあり、業績がわずかながら増加いたし

ました。この結果、売上高は864,990千円(前年同四半期比1.8％増)となりました。

以上の結果、建設工事事業の売上高は2,758,121千円(前年同四半期比9.6％増)、営業利益は108,126

千円(前年同四半期比15.6％増)となりました。

　

(住宅等サービス事業)

住宅等サービス事業は、住宅の保護という観点から、特に床下環境の改善及びシロアリ対策を中心と

しております。シロアリ予防対策の普及や建築様式の進歩により、新規のシロアリ駆除依頼件数が減少

傾向にあるものの、既設住宅向けのシロアリ再予防工事や床下環境改善の防湿商品の販売強化などの

活動を継続して実施したことにより、業績を確保いたしました。

以上の結果、住宅等サービス事業の売上高は856,539千円(前年同四半期比15.2％増)、営業利益は

214,940千円(前年同四半期比44.6％増)となりました。

　

(ビルメンテナンス事業)

ビルメンテナンス事業は、首都圏のビルの窓及び外壁のクリーニング、マンション、公共施設などの

清掃管理サービスを中心としております。社員教育の徹底、高品質のサービス提供を推進して他社との

差別化を図るなどの諸施策を実施しております。しかし、依然として、作業回数の削減や請負単価の低

価格化への見直し要請があり、減少分を補うため、継続して新規取引先開拓に注力いたしましたが、業

績確保は厳しい状況となりました。

以上の結果、ビルメンテナンス事業の売上高は1,111,217千円(前年同四半期比4.6％減)、営業利益は

114,446千円(前年同四半期比11.1％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて235,582千円増加し、

3,468,900千円となりました。主な増減は、現金及び預金の増加158,230千円及び売掛債権の増加114,790

千円があったものの、たな卸資産の減少32,099千円があったことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて86,069千円増加し、1,373,265千円となりました。主な増減は、仕入

債務の増加122,226千円、退職給付引当金の増加24,239千円があったものの、賞与引当金の減少33,816千

円、未払法人税等の減少24,681千円があったことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて149,512千円増加し、2,095,635千円となりました。主な増減は、利

益剰余金の増加150,982千円があったものの、少数株主持分の減少1,311千円があったことによるもので

あります。

　
　

　
　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,700,000

計 6,700,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,030,180 2,030,180
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は、1,000株であ
ります。

計 2,030,180 2,030,180― ―

　

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 2,030 ― 186,072 ― 145,813
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　1,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,027,000
2,027 ―

単元未満株式
普通株式

2,180
― ―

発行済株式総数 2,030,180― ―

総株主の議決権 ― 2,027 ―

(注)  当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ニットー

名古屋市北区平安二丁目
10番19号

1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0

　

　
　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 959,811 1,118,041

受取手形及び売掛金 ※1
 697,094

※1
 811,884

たな卸資産 342,176 310,076

その他 109,498 115,073

貸倒引当金 △7,031 △5,650

流動資産合計 2,101,548 2,349,425

固定資産

有形固定資産

土地 563,586 563,586

その他（純額） 308,104 298,861

有形固定資産合計 871,691 862,448

無形固定資産

のれん 25,083 16,406

その他 9,387 11,805

無形固定資産合計 34,470 28,212

投資その他の資産 229,985 233,843

貸倒引当金 △4,378 △5,028

固定資産合計 1,131,769 1,119,475

資産合計 3,233,318 3,468,900

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 426,364

※1
 548,590

短期借入金 85,000 65,000

1年内返済予定の長期借入金 10,080 10,080

未払法人税等 79,322 54,641

賞与引当金 73,240 39,424

完成工事補償引当金 17,300 15,700

その他 205,724 227,133

流動負債合計 897,031 960,569

固定負債

長期借入金 12,360 5,640

退職給付引当金 204,977 229,217

長期未払金 24,840 24,840

その他 147,987 152,998

固定負債合計 390,164 412,695

負債合計 1,287,195 1,373,265
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 186,072 186,072

資本剰余金 145,813 145,813

利益剰余金 1,596,037 1,747,020

自己株式 △623 △623

株主資本合計 1,927,299 2,078,281

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,150 12,991

その他の包括利益累計額合計 13,150 12,991

少数株主持分 5,673 4,361

純資産合計 1,946,122 2,095,635

負債純資産合計 3,233,318 3,468,900
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 4,424,202 4,725,878

売上原価 3,142,686 3,353,265

売上総利益 1,281,516 1,372,612

販売費及び一般管理費 1,026,328 1,074,025

営業利益 255,187 298,587

営業外収益

受取利息 150 113

受取配当金 1,005 1,184

受取手数料 984 2,282

受取保険金 6,122 7,868

その他 8,050 3,949

営業外収益合計 16,313 15,398

営業外費用

支払利息 1,415 725

その他 412 340

営業外費用合計 1,828 1,065

経常利益 269,672 312,919

税金等調整前四半期純利益 269,672 312,919

法人税、住民税及び事業税 111,199 124,440

法人税等調整額 24,915 8,218

法人税等合計 136,115 132,658

少数株主損益調整前四半期純利益 133,557 180,260

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4,272 △1,145

四半期純利益 129,285 181,405
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 133,557 180,260

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,774 △158

その他の包括利益合計 1,774 △158

四半期包括利益 135,332 180,102

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 131,060 181,247

少数株主に係る四半期包括利益 4,272 △1,145
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に従い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、これによる損

益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。

　

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 468千円 1,528千円

支払手形 54,193千円 43,939千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 17,401千円 16,759千円

のれんの償却額 11,967千円 8,676千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月18日
定時株主総会

普通株式 26,366 13.00平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月23日
定時株主総会

普通株式 30,423 15.00平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,516,215743,7211,164,2654,424,202 ─ 4,424,202

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,725 1,398 730 3,853 △3,853 ─

計 2,517,940745,1201,164,9954,428,056△3,8534,424,202

セグメント利益 93,534148,648128,766370,949△115,762255,187

(注) １．セグメント利益の調整額△115,762千円には、セグメント間取引消去△29,264千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用145,026千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の

総務部等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,758,121856,5391,111,2174,725,878 ― 4,725,878

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

82 2,309 987 3,379 △3,379 ―

計 2,758,204858,8491,112,2044,729,257△3,3794,725,878

セグメント利益 108,126214,940114,446437,513△138,925298,587

(注) １．セグメント利益の調整額△138,925千円には、セグメント間取引消去△25,916千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用164,842千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の

総務部等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 63円74銭 89円44銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 129,285 181,405

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 129,285 181,405

普通株式の期中平均株式数(株) 2,028,207 2,028,207

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月13日

株式会社　ニットー

　(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴　　木　　晴　　久    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    古　　田　　　博　　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ニットー(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度
の第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平
成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニットー(商号　株式会社ＮＩＴＴＯ
Ｈ)及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間
の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　
　
　
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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